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新庁舎建設を考える02

　今回は、新庁舎を建設するための資金計画につい
て取り上げます。

A�　
主
に
合
併
推
進
債
（
ロ
ー
ン
）
と
積
立
基

金
に
よ
る
資
金
計
画
を
立
て
て
い
ま
す
。

◎
市
民
検
討
委
員
会
（
平
成
24
年
度
）
の
提
言

　
10
～
20
年
後
を
め
ど
に
新
庁
舎
を
建
設
す
る

方
向
で
準
備
す
る
。
建
設
費
は
、
毎
年
２
億
円

程
度
の
基
金
積
み
立
て
を
行
い
将
来
の
新
庁
舎

建
設
に
備
え
る
。

提
言
に
対
す
る
市
の
方
針（
平
成
25
年
度
）

　

２
０
２
８
年
（
令
和
10
年
）
新
庁
舎
完

成
を
目
指
す
。
毎
年
１
億
円
以
上
の
庁
舎

建
設
基
金
の
積
み
立
て
を
目
指
す
。

◎
市
民
検
討
委
員
会
（
平
成
29
年
度
）
の
提
言

　
財
政
状
況
を
十
分
に
考
慮
し
た
建
設
計
画
に

す
べ
き
。

提
言
に
対
す
る
市
の
方
針（
平
成
30
年
度
）

　
財
政
状
況
を
考
慮
し
た
建
設
計
画
と
す

る
。

　
将
来
へ
の
負
担
を
減
ら
す
た
め
合
併
推

進
債
を
活
用
す
る
こ
と
と
し
、
２
０
２
２

年
度
（
令
和
４
年
度
）
ま
で
の
利
用
期
限

を
さ
ら
に
延
長
す
る
よ
う
国
・
県
等
へ
引

き
続
き
要
望
す
る
。

A�　
合
併
し
た
市
町
村
が
活
用
す
る
こ
と
が
で

き
る
地
方
債
（
ロ
ー
ン
）
で
、
借
り
入
れ
た

元
金
や
利
息
に
対
し
て
国
か
ら
の
支
援
が
受

け
ら
れ
ま
す
。

　

�　
事
業
費
の
90
％
が
対
象
で
、
支
援
は
そ
の

う
ち
の
約
40
％
で
す
。

　
　
返
済
期
間
は
、
30
年
間
で
す
。

　

�　

活
用
で
き
る
期
限
は
合
併
後
15
年
間
で
、

国
・
県
な
ど
へ
期
限
延
長
を
要
望
し
て
き
ま

し
た
が
、
国
は
延
長
し
な
い
こ
と
を
決
定
し

ま
し
た
。
南
九
州
市
が
合
併
推
進
債
を
活
用

す
る
に
は
２
０
２
２
年
度
（
令
和
４
年
度
）

中
に
実
施
設
計
に
着
手
す
る
必
要
が
あ
り
ま

す
。

A�　
令
和
３
年
３
月
末
現
在
の
残
高
は
、
約

８
億
２
千
万
円
で
す
。

A�　
市
民
の
皆
さ
ま
の
直
接
的
な
負
担
が
増
え

る
と
い
う
こ
と
は
あ
り
ま
せ
ん
。

　

�　
庁
舎
や
学
校
、
道
路
、
水
道
な
ど
世
代
を

超
え
て
使
用
す
る
公
共
施
設
は
、
長
い
期
間

で
返
済
す
る
地
方
債
制
度
に
よ
っ
て
整
備
し

て
い
ま
す
。

［
問
］
知 

新
庁
舎
建
設
推
進
係

Q
　�

新
庁
舎
を
建
設
す
る
た
め
の
　

資
金
は
ど
う
す
る
の
？

建
設
資
金
に
関
す
る
こ
れ
ま
で
の

市
民
検
討
委
員
会
の
提
言
と
市
の
方
針

Q
　
合
併
推
進
債
っ
て
何
？

Q
　
積
立
基
金
の
現
在
の
残
高
は
？

Q
　
市
民
の
負
担
は
増
え
ま
す
か
？

市
民
の
皆
さ
ま
の
疑
問
に

答
え
て
い
く
コ
ー
ナ
ー
で
す
。

Q
A
＆

①合併推進債を活用した場合
事業費全体（建設費など）

合併推進債（ローン） 自己資金
国の支援

36％
市の返済額

54％
基金など
10％

市が実質負担する費用

②合併推進債を活用しない場合
事業費全体（建設費など）

一般事業債（ローン） 自己資金
市の返済額

75％
基金など

25％
市が実質負担する費用


